
一般事業主行動計画 

 

職員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り働きやすい雇用環境の整備を行うた

め、次のように行動計画を策定する。 

 

１．計画期間  令和 ８年 4 月 １日 ～ 令和１２年 ３月３１日までの      

４年間 

２．内 容  

 

① 育児休業等の取得の状況に関する目標の内容 

（男性職員の育児参加を促進するため、計画期間内において、男性職員の「子の看護休

暇」取得者数を８名以上とする。併せて、男性職員の育児休業取得についても、計画期

間中に１名以上の取得を目指す。） 

② 労働時間の状況に関する目標の内容 

（職員の長時間労働の是正を図るため、月平均の時間外労働時間を現状より削減して、

１人あたり月１０時間以内とすることを目標とする。 

また、年次有給休暇の取得促進を図り、一人あたり年平均取得日数７日以上を達成する。） 

 

＜対 策＞ 

① 育児休業等の取得の状況に関する目標に対する対策 

●令和 ８年 ４月～ 

 管理職及び各事業所責任者に対し、男性職員の育児休業及び子の看護休暇の取得促進の

重要性について説明を行い、取得しやすい職場環境づくりへの理解と協力を求める。 

●令和 ８年 ５月～ 

 法人内の各事業所において、子の看護休暇及び育児休業制度に関する周知文書を掲示し、

全職員に対して制度内容の周知・啓発を実施する。 

●令和 ８年 ６月～ 

 対象となる職員に対し、個別に制度案内を行うとともに、取得意向の確認を行い、円滑

な取得につなげる。 

●令和 ８年度以降 

 取得状況を定期的に把握し、課題がある場合は改善策を検討・実施する。 



② 労働時間の状況に関する目標に対する対策 

●令和 ８年 ４月～ 

 各事業所における時間外労働の実態を把握・分析し、業務の偏りや長時間労働の要因を

明確にする。 

●令和 ８年 ５月～ 

 業務分担の見直しや応援体制の整備を行い、特定の職員に業務が集中しない体制づくり

を推進する。 

●令和 ８年 ６月～ 

 ノー残業デーの設定や定時退勤の呼びかけを実施し、長時間労働の是正に向けた意識啓

発を行う。 

●令和 ８年度以降 

 年次有給休暇の取得状況を定期的に確認し、取得率が低い職員に対しては個別に取得を

促すなど、計画的な取得促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



９．一般事業主行動計画を定める際に把握した職業生活と家庭生活との両立に関する状況

の分析の概況 

 

当法人において、職員が安心して就業を継続し、その能力を十分に発揮できるよう、職

業生活と家庭生活との両立に関する状況について、以下のとおり分析を行った。 

 

①  育児休業等の取得状況 

育児休業については、女性職員の取得は定着している一方で、男性職員の取得実績は

限定的である。今後は、男性職員の育児参加を促進する観点から、制度の周知及び取得

しやすい職場環境の整備が必要である。 

 

②  労働時間の状況 

時間外労働については、事業所や職種（介護職員、保育士、事務職員等）により差が

見られる。特に現場職員において業務負担が偏る傾向があることから、業務の効率化及

び人員配置の見直しが課題である。 

 

③  年次有給休暇の取得状況 

年次有給休暇については一定の取得が見られるものの、取得率には個人差がある。計

画的付与や取得促進のための職場内の意識醸成が求められる。 

 

④  その他の両立支援制度の利用状況 

子の看護休暇、短時間勤務制度等については、制度の利用実績が限定的であり、制度

内容の周知不足が課題として考えられる。今後は、制度の周知及び利用しやすい環境整

備が必要である。 

 

以上の分析結果を踏まえ、職員一人ひとりがその能力を十分に発揮しながら、仕事と家

庭生活を両立できる職場環境の整備に向け、継続的な取組を推進していく。 

 

 


